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１．はじめに 

国土形成計画法では、日帰り交通圏の拡大を例に、

国内幹線交通網整備の重要性が強調されている。し

かし地域間の利便性の改善が地域の立地集積に及ぼ

す影響は、正および負の両面が存在することが知ら

れており、実証的な知見の蓄積が必要である。 
本研究では、日帰り交通圏に着目して、都市間の

公共交通機関整備が都市の産業立地集積に及ぼす影

響について考察することを目的とする。 
 

２．日帰り交通圏の算出手順 

日帰り交通圏は、全国の主要な鉄道駅、空港をノー

ドとする幹線公共交通ネットワーク(240 ノード、501

リンク)上で、全国都道府県庁所在地を起終点と設定

して算出した。分析対象年次は、1990 年、および

2000 年として JR 時刻表より、所要時間、距離、運行

頻度(本／３時間)データを作成した。出発地出発時刻

は 6時から 12時まで 1時間毎、目的地出発時刻は 14

時から 21時まで 1時間ごととして計算を行った。 

 以上の設定の下で，ダイヤグラム探索に基づかな

い，簡易な計算手順によって算出した。 
① 出発地→目的地(往路)の設定 
② 出発時刻 DO iT − の設定 

③ 出発時刻以降に利用できるリンクの抽出(時間
帯別運行頻度データに基づいて、運行頻度 0の
リンクを除外) 

④ 第 K経路探索を行い、最短～第 20番目経路ま
で生成１） 

⑤ リンク所要時間に基づいて計算した経路上の
各リンクの進入時刻に基づいて、スプライン

関数からリンク別運行頻度を算出(図 1参照) 
⑥ リンク別運行頻度から最短～第 20 番目まで経
路別に最低運行頻度を算出 

⑦ 最低運行頻度が下限値を下回る経路を通行不
能経路として除外 

⑧ ⑦で除外されなかった通行可能経路の経路所 
Hiroaki HASEGAWA、Makoto TSUKAI 

要時間に、最低運行頻度に基づく期待待ち時間

を加えて、実質所要時間を算出（式(1)） 

期待待ち時間
最低運行頻度

単位時間
⋅=

2
1   (1) 

⑨ 往路の目的地到着時刻を、最短実質所要時間経

路の目的地到着時刻 jODT − とする 

⑩ ②に戻り、次の出発時刻について③～⑨を行う 

⑪ jODT − のうち、最早時刻を往路の目的地到着時

刻 ODT とする 

⑫ 復路についても同様に②～⑩を繰り返し、復路

の目的地出発時刻 mDOT − 、および出発地到着時

刻 nDOT − を求める。 
⑬ nDOT − ＜24：00 となる出発時刻／経路のうち

ODmDOOD TTS −= − の最大値を求める。 
⑭ 0>ODS なら日帰り交通圏( ODS は最大滞在可能

時間)、 0≤ODS なら日帰り不能圏と判定。 

 
 
 
 
 
 
 

図 1 運行頻度の算出 

 

３．日帰り交通圏の変化 

    図２ 北海道の日帰り交通圏 
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 図 2 に北海道を出発地とする日帰り交通圏を、表 1

にその変化を示す。全国的に航空便の就航によって日

帰り交通圏が拡大していることが確認できた。 

 

表１ 北海道の滞在可能時間の増減比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．産業立地動向の変化 

全 46 都道府県(沖縄県を除く)の宿泊施設と事業所

数のデータから、2 時点(宿泊施設：1989、1999 年、

事業所：1991、2001 年)の立地動向の変化を考察した。 

図３ 旅館数増減比(99/89) 図４ 事業所数増減比 

                (01/91) 

図 3、4 は旅館数と事業所数の増減比である。全国

的に旅館数、事業所数共に減少傾向があり、関東以西

の都道府県での減少幅が大きいことが明らかになった。 

 

５．回帰分析 

 事業所数、旅館数を目的変数、滞在可能時間、自県

人口、日帰り交通圏内人口を説明変数として回帰分析

を行った。 

 

表２ 旅館数の回帰分析結果 

    1990年         2000年 

表３ 事業所数の回帰分析結果 

1990年           2000年 

 

旅館数に関しては 2000 年のほうが有意なパラメー

タが多い。また、自県と同規模の都道府県との滞在可

能時間が長くなると、旅館数は減少する傾向がみられ

た。これは同規模県との競合関係によるものと考えら

れる。また、滞在可能時間と人口の影響を比較すると、

滞在可能時間の影響の方が強い傾向がみられる。 

事業所に関しては、有意なパラメータに変化はみら

れないが、2000 年のほうが有意水準が上がっている。

また、自県と同規模の都道府県の人口が増加すると、

事業所数が減少する傾向がみられた。これも同規模県

との競合により事業所数が減少すると考えられる。 

 

６．結論 

本研究では、日帰り交通圏と全国都道府県の立地

集積量の関係について分析を行った。1990 年と
2000 年について日帰り交通圏を比較したところ、
航空便の就航による影響が顕著にあらわれており、

全国的に日帰り交通圏が拡大していることが確認で

きた。各都道府県の立地集積量に関しては、旅館、

事業所共に全国的に立地数が減少しており、特に関

東以西の都道府県の減少幅が大きいことがわかった。 
回帰分析の結果、1990 年、2000 年とも旅館数は
同規模の都道府県との間の滞在可能時間の影響が強

く、事業所数は同規模の都道府県との間の人口の影

響が強い傾向がみられた。また、パラメータの有意

水準の変化より、分析対象とした 10 年の間に交通
利便性による立地集積量への影響が強くなっている

ことが明らかになった。 
今後は、立地集積のメカニズムを適切に記述した

理論モデルに基づいて実証分析する必要がある。 
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出発地 目的地 増減比 出発地 目的地 増減比
北 海 道 青 森 県 128.2% 北 海 道 滋 賀 県 127.8%

岩 手 県 170.9% 京 都 府 127.0%
宮 城 県 126.3% 大 阪 府 102.0%
秋 田 県 114.3% 兵 庫 県 120.5%
山 形 県 103.0% 奈 良 県 140.7%
福 島 県 128.5% 和歌山県 358.3%
茨 城 県 101.4% 鳥 取 県 -
栃 木 県 100.7% 島 根 県 100.0%
群 馬 県 114.4% 岡 山 県 103.8%
埼 玉 県 101.1% 広 島 県 119.0%
千 葉 県 114.6% 山 口 県 129.8%
東 京 都 111.8% 徳 島 県 125.2%
神奈川県 101.1% 香 川 県 100.0%
新 潟 県 83.1% 愛 媛 県 114.8%
富 山 県 98.0% 高 知 県 111.7%
石 川 県 114.8% 福 岡 県 128.5%
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山 梨 県 117.9% 長 崎 県 113.5%
長 野 県 119.8% 熊 本 県 116.3%
岐 阜 県 133.4% 大 分 県 113.8%
静 岡 県 101.5% 宮 崎 県 100.7%
愛 知 県 112.6% 鹿児島県 177.4%
三 重 県 152.3%
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説明変数 推定値 t値
滞在時間・対小規模県 -0.038 -0.345
滞在時間・対同規模県 -0.572 ** -2.051
滞在時間・対大規模県 0.465 1.696
人口・対小規模県 0.015 0.327
人口・対同規模県 -0.103 -0.290
人口・対大規模県 -0.165 -1.475
自県人口 1.201 1.846
定数項 -0.938 -0.319
決定係数

修正済み決定係数
サンプル数

0.484
46
**:1％有意

0.564
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滞在時間・対同規模県 -0.709 ** -2.423
滞在時間・対大規模県 0.783 ** 2.370
人口・対小規模県 0.094 1.914
人口・対同規模県 -0.547 -1.874
人口・対大規模県 -0.292 ** -2.172
自県人口 2.071 ** 3.844
定数項 1.076 0.381
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